2026年〇月〇日添付③


（一社）日本コミュニティーガス協会　技術部　宛て
（報告先E-mail：tajima@jcga-page.or.jp）または
（報告先FAX：03-5405-2216）

第1種保安物件への対応状況報告書

今般、「令和８年熊本地震の発生を受けた対応について（要請）」にあった第1種保安物件への対応状況を報告します。

	第1種保安物件　番号
	対応状況

	次紙参考の１～８から選択し記載してください。
	下記、A,Bから選択するか、C内容を記載してください。
A　ガス漏れ警報器等を設置
B　事故防止・リスク軽減措置を周知
C　その他対応状況

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


（※）第1種保安物件1箇所ごとに1行使って記載してください。また、行が足りない場合は適宜追加してください。


（参考）ガス工作物の技術上の基準の細目を定める告示で示される第1種保安物件について

１　学校教育法第1条に定める学校のうち、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、高等専門学校、特別支援学校又は幼稚園
２　医療法第1条の5第1項に定める病院
３　劇場、映画館、演芸場、公会堂その他これらに類する施設であって、収容定員300人以上のもの
４　生活保護法第38条第1項の保護施設（授産施設及び宿所提供施設を除く。）、児童福祉法第7条の児童福祉施設、老人福祉法第5条の3の老人福祉施設若しくは同法第29条第1項の有料老人ホーム、介護保険法第8条第28項の介護老人保健施設、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第2条第4項（第4号を除く。）の特定民間施設、身体障害者福祉法第5条第1項の身体障害者社会参加支援施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第5条第1項の障害福祉サービス事業（同条第7項の生活介護、同条第12項の自立訓練、同条第13項の就労移行支援又は同条第14項の就労継続支援に限る。）を行う施設、同条第11項の障害者支援施設、同条第25項の地域活動支援センター若しくは同条第26項の福祉ホーム、職業能力開発促進法第15条の7第1項第5号の障害者職業能力開発校又は母子及び父子並びに寡婦福祉法第39条第1項の母子・父子福祉施設であって、収容定員20人以上のもの
５　文化財保護法の規定によって重要文化財、重要有形民族文化財、史跡名勝天然記念物若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要美術品等の保存に関する法律の規定によって重要美術品として認定された建築物
６　博物館法第2条に定める博物館及び同法第29条の規定により博物館に相当する施設として指定された施設
７　1日に平均2万人以上の者が乗降する駅の母屋及びプラットホーム
８　百貨店、マーケット、公衆浴場、ホテル、旅館その他不特定かつ多数の者を収容することを目的とする建築物（仮設建築物を除く。）であって、その用途に供する部分の床面積の合計が、1,000平方メートル以上のもの
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